
初期値 目標値

H28年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 毎年度

8/12 8/12 8/12 9/12 9/12 集計中 初期値以上

－ － － － －

初期値 目標値

H28年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

101自治体 101自治体 120自治体 120自治体 120自治体 132自治体 130自治体

－ － － － －

初期値 目標値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R2年度

34,609kg/日 － － － － 集計中 34,004kg/日

－ － － － －

初期値 目標値

H18年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

33万件 114万件 117万件 117万件 132万件 135万件 121万件

114万件 117万件 118万件 119万件 120万件

参考指標

103 国民への国土に関する情
報提供充実度（国土数値情報
のダウンロード件数）

実績値
評価

年度ごとの目標値

年度ごとの目標値

132 大都市圏の整備推進に関
する指標（②琵琶湖への流入
負荷量（化学的酸素要求量）

実績値
評価

B
年度ごとの目標値

業績指標

131 国土形成計画の着実な推
進（対27年度比で進捗が認め
られる代表指標の項目数）*

実績値
評価

A
年度ごとの目標値

132 大都市圏の整備推進に関
する指標（①都市環境インフラ
整備の広域的な取組みへ参加
した延べ自治体数（首都圏）)

実績値
評価

Ａ

評価結果

目標達成度合いの
測定結果

　（各行政機関共通区分）

③相当程度進展あり

　（判断根拠）

主要業績指標131及び業績指標132①については目標を達成しているが、業績指
標132②は実績値は判明していないが目標を達成しないと見込まれることから、「③
相当程度進展あり」としている｡

施策の分析

　業績指標131については、国土形成計画の基本的な方針として掲げている具体的
な施策の方向性のうち、主に３つの目標に沿って質の高い国土づくりを進めてき
た。目標の1つである「ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土」のうち外国人延
べ宿泊者数や訪日外国人旅行者数は進展が見られるが、目標「安全・安心と経済
成長を支える国土の管理と国土基盤」のうち環境基準達成水域の割合や海上保安
庁による海洋汚染確認件数については、進展が見られず、改善が必要である。業
績指標132①について、各自治体による都市環境インフラ整備の広域的な取組み
は順調に進み、目標を達成している。②について、実績値は判明していないが目標
は達成しないと見込まれる。平成27年度実績値は山林などからの流入負荷量の増
加により平成22年度より微増しており、森林の面的確保と適正管理による水質浄化
機能の向上を図るための森林の保全、再生に関する施策等を更に推進する必要
がある。

次期目標等への
反映の方向性

　今後も続くと考えられている人口減少や、巨大災害の切迫、地球環境問題、急速
に進む技術革新の進展等など、国土を取り巻く状況の変化は続いている。引き続
き、平成28年２月に国土審議会計画推進部会に設置した専門委員会等におけると
りまとめ結果等を踏まえながら、第二次国土形成計画（全国計画）を推進する。

施策目標個票
（国土交通省2－㊲　）

施策目標 総合的な国土形成を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

国土形成計画等の策定・推進により多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮ら
しやすい国土の形成を図ることで、質の高い国土づくりを進める。



H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

1,883,059 2,059,564 1,681,397 1,379,610

308,991 273,130 502,929 -

830,864 993,326 1,160,271 -

3,022,915 3,326,020 3,344,597 1,379,610
<0> <0> <0> <0>

2,023,373 2,145,570

993,326 1,160,271

6,216 20,179

学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会（令和３年６月２５日開催）

担当部局名 国土政策局 作成責任者名
総務課

（課長　笹原 顕雄）
政策評価実施時期 令和3年8月

翌年度繰越額（百万円）

不用額（百万円）

合計（a＋b＋c）

執行額（百万円）

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分 R4年度要求額

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）

補正予算（b）

前年度繰越等（c）



業績指標１３１ 

 国土形成計画の着実な推進（対 27 年度比で進捗が認められる代表指標の項目数）* 

 

 

（指標の定義） 

第二次国土形成計画（全国計画）（平成 27 年 8月 14 日閣議決定）第１部で提示されている「国土の基本構想」の

実現のための 3 つの方向性、8 分野において、目標の進捗を代表的に示すと考えられる 12 項目の指標のうち、同

計画の開始年度である対 27 年度比で進捗が見られる代表指標の項目数。 

（目標設定の考え方・根拠） 

国土形成計画（全国計画）では、「①安全で、豊かさを実感することのできる国、②経済成長を続ける活力ある国、

③国際社会の中で存在感を発揮する国」の実現を国土づくりの目標とし、同計画の基本的な方針として掲げてい

る。具体的な施策の方向性のうち、中心的なものについては、「ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土」「安

全・安心と経済成長を支える国土の管理と国土基盤」「国土づくりを支える参画と連携」と、主に 3つ目標を定め

ている。国土づくりの目標実現に向けた計画の進捗状況は、これらの方向性毎に設定した代表的な指標の改善状

況で示されていると考えられることから、同計画の開始年度である対 27 年度比で進捗が見られる代表的な指標の

項目数が、平成 28 年度の実績値（初期値：8）以上となることを目標とするものである。 

（外部要因） 

経済情勢、社会状況の変化 

（他の関係主体） 

 関係省庁 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  第二次国土形成計画（全国計画）（平成 27 年 8月 24 日） 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  ・経済財政運営と改革の基本方針 2018（平成 30 年 6月 15 日） 

       対流促進型国土の形成を目指す「国土形成計画」を推進する（第６章（５）） 

 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

8／12 8／12 9／12 9/12 集計中 

 

 

 

評 価 

 

A 

 

目標値：初期値以上（毎年度） 

実績値：集計中（令和 2年度） 

9（令和元年度） 

初期値：8（平成 28 年度） 



 

主な事務事業等の概要 

平成２７年８月に閣議決定された国土形成計画に基づく取組をしているところ。  

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

本年は、代表指標（１２項目）について、令和２年度に得られた令和元年度までの統計データを基に、第二次国

土形成計画（全国計画）の本格運用が始まった平成２７年度の実績値と令和元年度の実績値を比較。  

その結果、半数以上の９項目で進捗が見られた。初期値とした平成２８年度の対２７年度比は８項目であること

から、令和元年度では目標とした「初期値以上」を達成している。 

（事務事業等の実施状況） 
１．ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土 
①全国の地域資源活用の認定事業数 
・進捗していると見られる（平成２７年度の１，５８２件から令和元年度は２，０９９件に増加） 

②公共職業安定所で扱った月間有効倍率 
・進捗していると見られる（平成２７年度の１．２６％から令和元年度は１．５５％に増加） 

③外国人延べ宿泊者数 
・進捗していると見られる（平成２７年度の６，５６１万人から令和元年度は１１，５６６万人に増加） 

④保育園等の待機児童数 
・進捗していると見られる（平成２７年度の２３、１６７人から令和元年度は１６，７７２人に減少） 

⑤外資系企業の数 
・進捗していると見られない（平成２７年度の３，４１０社から令和元年度は２，８０８社に減少） 

⑥海上出入貨物トン数 
・進捗していると見られる（平成２７年度の２，６５３百万トンから令和元年度は２，７４７百万トンに増加） 

⑦訪日外国人旅行者数 
・進捗していると見られる（平成２７年度の１，９７４万人から令和元年度は３，１８８万人に増加） 

 
２．安全・安心と経済成長を支える国土の管理と国土基盤 
⑧自主防災組織活動カバー率 
・進捗していると見られる（平成２７年度の８１．０％から令和元年度は８４．１％に増加） 

⑨保安林面積 
・進捗していると見られる（平成２７年度の１，２８９万 ha から令和元年度は１，２９８万 ha に増加） 

⑩環境基準（COD）達成水域の割合（①河川 ②湖沼 ③海域） 
・進捗していると見られない（平成２７年度の①９５．８％、②５８．７％、③８１．１％から令和元年度は
①９４．１％、②５０．０％、③８０．５％に減少） 

⑪海上保安庁による海洋汚染確認件数 
・進捗していると見られない（平成２７年度の３９２件から令和元年度は４３２件に増加） 
 

３．国土づくりを支える参画と連携 
⑫市町村地域福祉計画の策定率 
・進捗していると見られる（平成２７年度の６８．４％から令和元年度は７８．３％に増加） 
 

（参考１）各代表指標の定義・出典 
【代表指標】①全国の地域資源活用の認定事業数 

［定義］地域資源を活用した企業の事業計画数（単位：件） 
［出典］中小企業庁ホームページ「地域資源活用チャンネル」 

【代表指標】②公共職業安定所で扱った月間有効倍率 
［定義］公共職業安定所で扱った月間有効倍率（「月間有効求人数」を「月間有効求職者数」で除したもの）

のブロック内都道府県の平均値（単位：％） 
［出典］厚生労働省「職業安定業務統計」 

【代表指標】③外国人延べ宿泊者数 
［定義］ブロック別の外国人延べ宿泊者数（単位：人） 
［出典］観光庁「宿泊旅行統計調査」 

【代表指標】④保育園等の待機児童数 
［定義］保育園等の待機児童数（単位：人） 
［出典］厚生労働省 報道発表資料 

【代表指標】⑤国内に本社を有する外資系企業の数 
［定義］国内に本社を有する外資系企業のうち、有効回答（操業中）企業数（単位：社） 
［出典］経済産業省「外資系企業動向調査」 

【代表指標】⑥海上出入貨物トン数 
［定義］ブロック内港湾における出入貨物の総重量（単位：トン数） 
［出典］国土交通省「港湾調査」 

【代表指標】⑦訪日外国人旅行者数 
［定義］法務省「出入国管理統計 出入（帰）国者数」に基づき、外国人正規入国者のうちから日本に永続

的に居住する外国人を除き、さらに一時上陸客等を加えて集計（単位：人） 
［出典］日本政府観光局 JNTO 月別・年別統計データ（訪日外国人・出国日本人） 

【代表指標】⑧自主防災組織活動カバー率 
［定義］自主防災組織がカバーする世帯の割合（分母：当該広域ブロック内総世帯数、分子：自主防災組織

がカバーする世帯数）（単位：％） 



［出典］総務省消防庁「消防白書」 
【代表指標】⑨保安林面積 

［定義］水源の涵養、土砂の崩壊その他の災害の防備、生活環境の保全・形成等、特定の公益目的を達成す
るため、農林水産大臣又は都道府県知事によって指定される森林である保安林の面積（単位：ha） 

［出典］林野庁「森林・林業白書」 
【代表指標】⑩環境基準（COD）達成水域の割合（①河川 ②湖沼 ③海域） 

［定義］全国の類型指定水域（河川、湖沼、海域）におけるＢＯＤ（河川）またはＣＯＤ（湖沼、海域）の
測定結果のうち、環境基準を達成している水域の割合（分母：測定結果が公表されている全水域、分
子：環境基準を達成している水域）（単位：％） 

［出典］環境省「公共用水域の水質測定」 
【代表指標】⑪海上保安庁による海洋汚染確認件数 

［定義］海上保安庁が確認した海洋汚染の件数（単位：件） 
［出典］海上保安庁 報道発表資料 

【代表指標】⑫市町村地域福祉計画の策定率 
［定義］全１，７４１市町村（東京都特別区を含む）に対し、地域福祉計画を「策定済」の市町村の割合（単

位：％） 
［出典］厚生労働省「地域福祉計画策定状況等調査結果」 

 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

計画の進捗を代表的に示すと考えられる 12 項目の指標のうち、同計画の開始年度である対 27 年度比で進捗が見 

られる代表指標の項目数が、初期値とした平成 28 年度の実績値 8 項目に対して令和元年度は９項目であり、目標

としていた「初期値以上」を達成していることから評価を「Ａ」とした。  

令和 2年 3月に公表した「国土形成計画（全国計画）の中間点検」で言及のあった国民のライフスタイルの多様

化、AI・IoT 化の進展、日本を取り巻く国際環境の変化等、計画策定時からの状況の変更を踏まえながら、引き続

き第二次国土形成計画（全国計画）を推進する。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 国土政策局総合計画課（課長 松原 英憲） 

関係課：  

 



業績指標１３２ 

大都市圏の整備推進に関する指標（①都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏）、 

②琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量）） 

 

 

（指標の定義） 

大都市圏における主要な広域的・分野横断的課題である環境、防災、活力に関する指標を設定するとともに、近

畿圏の水がめである琵琶湖の整備に関する指標を設定し、それらを総合的に評価することにより、大都市圏の整

備推進の進捗を把握する。 

① 都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏） 

首都圏既成市街地及び近郊整備地帯において、都市環境インフラの整備に関連する広域的な取組みに参加した延 べ

自治体数 

② 琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ）：ｋｇ／日 

（目標設定の考え方・根拠） 

① 都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏） 

本取組みの根拠となっている「大都市圏における都市環境インフラの再生」が都市再生本部に決定された平成

１３年度から２０年目に当たる令和３年度を１３０自治体とする。 

② 琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量） 

「琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量）」については、琵琶湖の総合的な保全のための計画（第２期計画）

の上位計画である「第７期琵琶湖に係る湖沼水質保全計画」（平成２８年度～令和２年度）において各種施策によ

る負荷削減見込量から設定している目標値。 

（外部要因） 

①該当なし ②該当なし 

（他の関係主体） 

 ①該当なし ②厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、環境省、滋賀県 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  ①該当なし ②該当なし 

 【閣議決定】 

① 該当なし ②該当なし 

 【閣決（重点）】 

① 該当なし ②該当なし 

 【その他】 

① 該当なし ②該当なし 

 

過去の実績値 （年度） 

()内は単位 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

① (自治体) 

② (kg/日) 

１０１ 

― 

１２０ 

― 

１２０ 

― 

１２０ 

― 

１３２ 

集計中 

 

 

 
  

 

 

評 価 

① A 

 

② B 

①  

目標値：１３０自治体（令和３年度） 

実績値：１３２自治体（令和２年度） 

初期値：１０１自治体（平成２８年度） 

②  

目標値：３４,００４ｋｇ/日（令和２年度） 

実績値：集計中（令和２年度） 

初期値：３４,６０９ｋｇ/日（平成２７年度） 



  
   

主な事務事業等の概要 

① 都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏） 

・緑地の重要な要素である良好な景観、防災機能等多面的な機能が今後さらに発揮されるよう、大都市圏全体でまと

まりのある自然環境の保全を図る。 

② 琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量） 

・琵琶湖の水質改善、水源かん養機能の確保、自然環境保全に関する事業を連携し推進することにより、琵琶湖の総

合的な保全を図る。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

① 都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏） 

各自治体による都市環境インフラ整備の広域的な取組みは進んでおり、目標を達成したが、引き続きその推進に 

向けて施策を進める必要がある。 

② 琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量） 

実績値が把握出来ておらず目標達成の状況について判断できない。 

なお、過去の動向より、山林などからの流入負荷量の増加により、平成２７年度実績値（３４,６０９ｋｇ/日） 

は平成２２年度（３３，７５４ｋｇ/日）より微増しており、順調ではないと考えられるため、目標達成に向け、 

森林の面的確保と適正管理による水質浄化機能の向上を図るための森林の保全、再生に関する施策等を更に推進 

する必要がある。 

（事務事業等の実施状況） 

① 都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏） 

大都市圏における都市環境インフラの整備のための広域的・分野横断的な対策について、有効な施策を取りまと 

めた施策カタログをインターネット上で公開するなど、自治体等における取組みを促進させるよう啓発に努めて 

いる。 

②  琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量） 

琵琶湖の総合的な保全のための計画の第２期計画に基づき、琵琶湖総合保全連絡調整会議を開催し、琵琶湖総合 

保全事業について情報共有を行い、琵琶湖の総合的な保全を円滑に推進するための連絡調整を行ってきた。 

また、「琵琶湖の保全及び再生に関する法律（平成２７年９月施行）」に基づき、平成２８年４月に琵琶湖の保全 

及び再生に関する基本方針を策定し、その後に開催した琵琶湖保全再生推進協議会や同協議会幹事会では、関係 

省庁、地方公共団体で琵琶湖保全再生施策の推進に関する意見交換などを行ってきた。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

① 都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏） 

業績指標である自治体数は増加傾向にあり、目標を達成したため Aと評価した。首都圏において緑地を保全・再

生・創出することは、様々な都市問題を解決するために必要であり、引き続きその推進に向けて施策を進める必要

がある。 

②  琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量） 

実績値が把握出来ておらず目標年度内に達成するとは言えないため、B 評価としたが、下水道事業の支援などに

より湖内の水質は全窒素、全りんなどについて改善傾向にある。 

なお、過去の動向では、平成２７年度の数値が平成２２年度の数値より微増している。微増の主な要因は、山林

などからの流入負荷量の増加によるものであるため、森林の面的確保と適正管理による水質浄化機能の向上を図る

ための森林の保全、再生に関する施策等を更に推進する必要がある。 

琵琶湖への流入負荷量を削減し、水質を改善することは、琵琶湖の環境をより良好な状態に回復させるとともに、 

近畿圏約 1,400 万人の生活や産業活動を支える貴重な水資源を保全することにつながるため、琵琶湖保全再生推進

協議会や同協議会幹事会への参画や下水道事業の支援を通じて、引き続き支援を行って参りたい。 

指標については、シミュレーションを行っているところであり、評価期間内に実績値を算出することが難しいた

め、指標の見直しを検討する。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局都市政策課都市政策調査室（室長 吉田 元紀） 

関係課：都市局まちづくり推進課（専門調査官 荒金 恵太） 
 


